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Ⅶ  財政計画 
 

新町の財政計画は，市町村の合併の特例に関する法律第５条第１項第４号の規定に

基づき， 10 か年度（平成 17 年度～平成 26 年度）の財政運営の指針として，歳入・歳

出を費目ごとに，過去の実績や現在の財政状況，地方財政制度等を踏まえ，普通会計

ベースで作成しています。 

作成に当たっては，健全な財政運営を基調に，合併に伴う削減効果，行政水準の一

元化による影響額，建設計画に必要な経費等を反映させるとともに，合併特例債等の

財政支援措置を勘案しています。 

 

【歳 入】 

（１）地方税 

住民税，固定資産税，軽自動車税，たばこ税，入湯税について，現行の税制度

を基本に，現在の経済状況や今後の人口推計値等を踏まえ見込んでいます。 

（２）地方交付税 

現行の交付税制度を基本に，普通交付税算定の特例（合併算定替）により算定

し，合併に係る財政支援措置や合併特例債等の元利償還金に対する交付税措置を

見込んでいます。 

（３）国庫支出金・県支出金 

一般行政経費分は過去の実績等により算定し，新町建設計画の事業分を見込ん

でいます。また，合併に伴う財政支援措置（合併市町村補助金，合併特例交付金，

新市町村づくり事業）を考慮しています。 

（４）地方債 

新町建設計画事業の財源として，現行の地方債制度を基本に，普通交付税の算

定に有利な合併特例債や過疎債等を見込んでいます。 

また，特例地方債が今後も続くものとして見込んでいます。 

（５）その他 

地方譲与税，各種交付金，分担金及び負担金，使用料及び手数料，財産収入，

繰入金，諸収入等を，過去の実績等を勘案して見込んでいます。 
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【歳 出】 

（１）人件費 

合併による特別職，議会議員等の定数の減による影響を見込んでいます。 

   また，一般職については，前年度の退職者に対し，新規採用者の補充を抑制す

ることにより，段階的に経費の削減を見込んでいます。 

（２）扶助費 

合併によるサービス水準の格差是正や少子・高齢化の進行に伴う影響を見込ん

でいます。 

（３）公債費 

合併までの借入れに対する償還額と合併後の新町建設計画事業に伴う，合併特

例債等の償還見込額を併せて見込んでいます。 

（４）物件費 

合併直後の臨時的経費の影響と合併による事務経費の削減効果を見込んでいま

す。 

（５）繰出金 

各特別会計への繰出金を見込んでいます。 

（６）普通建設事業費 

現行の補助金制度，地方債制度を基本に，建設計画に位置付ける普通建設事業

費を見込んでいます。 

（７）その他 

補助費，維持補修費等を，過去の実績や現在の経済状況等を勘案して見込んで

います。 
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○ 歳 入                                                単位：百万円 

区分 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

地方税 1,821 1,832 1,843 1,854 1,865 1,865 1,865 1,865 1,865 1,865 

地方譲与税 223 223 223 223 223 223 223 223 223 223 

各種交付金 435 435 435 435 435 435 435 435 435 435 

地方交付税 3,891 3,627 3,553 3,434 3,424 3,357 3,335 3,314 3,295 3,268 

分担金及び負担金 62 62 62 62 62 62 62 62 62 62 

使用料及び手数料 368 368 368 368 368 368 368 368 368 368 

国庫支出金 393 293 201 273 273 283 343 271 307 346 

県支出金 490 413 817 257 261 249 276 250 257 253 

財産収入 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 

繰入金 0 90 180 340 300 230 110 60 70 0 

諸収入 482 482 482 482 482 482 482 482 482 482 

地方債 779 643 339 323 347 220 230 213 226 238 

歳入合計 8,955 8,479 8,514 8,062 8,051 7,785 7,740 7,554 7,601 7,551 
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○ 歳 出                                                単位：百万円 

区分 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

人件費 2,040 2,033 1,863 1,840 1,825 1,802 1,757 1,734 1,719 1,681 

扶助費 461 464 468 471 474 474 474 474 474 474 

公債費 1,549 1,561 1,438 1,435 1,377 1,331 1,250 1,174 1,128 1,011 

物件費 1,365 1,277 1,227 1,152 1,152 1,152 1,152 1,152 1,152 1,152 

維持補修費 113 113 113 113 113 113 113 113 113 113 

補助費等（組合負担金含む） 1,347 1,368 1,377 1,372 1,387 1,362 1,373 1,363 1,384 1,369 

積立金 100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

投資・出資金・貸付金 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 

繰出金 1,188 1,210 1,222 1,225 1,251 1,212 1,199 1,234 1,268 1,317 

普通建設事業費 773 434 787 435 453 320 403 291 344 415 

歳出合計 8,955 8,479 8,514 8,062 8,051 7,785 7,740 7,554 7,601 7,551 
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